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（１）「競輪最高会議」の抜本強化

具体的制度設計 主体 取組状況 効果

①
競輪最高会議会
則等関連規則の
改正

JKA
全輪協
日競選

以下の②～⑫までの具体的制度設計を実行するために、
2018年11月以降3度に渡り、競輪最高会議会則（以
下「会則」という。）を改正した。引き続き必要な改
正の検討を行う。

以下のとおり。

②
機能・役割（競
輪事業の将来像
の検討・明確
化）

JKA
全輪協
日競選

会則に「競輪事業の活性化に資する競輪事業の経営全
般に係る事項」を追加し、競輪事業の経営全般につい
て、競輪最高会議（以下「最高会議」という。）の意
思決定を可能とした。

・3月の開催において、緊急事態宣言の発令も在りう
る状況下で、新型コロナウイルス感染症対策に関する
課題については、下部会議の機動力が必要と判断し、
競輪活性化委員会において審議することを確認し、競
輪活性化委員会が新型コロナウイルス感染症対策を迅
速に行っている。

③
機能・役割（最
終責任主体とし
ての決断・指示
等）

JKA
全輪協
日競選

議長に会議の運営及び決定を司ることや、議長の属す
る団体に事務局を置くことを規定した。

・下部会議は議論の場を迅速に設け、積極的に審議を
重ねることとなった。また、下部会議からは最高会議
に、審議結果についての最終判断を委ねることとなり、
それぞれが円滑に機能・役割を果たしている。
・ＧⅢ概定番組の2019年１月変更に関しては、決定
までに競輪活性化委員会では77日要したが、概定見
直しについては56日と約三割短縮し決定した。

④
構成メンバー
（JKA、全輪協、
日競選の役員の
一部）

JKA
全輪協
日競選

関係団体の会長、理事長及び専務理事から構成するこ
ととし、議長は互選による選任としたほか、外部アド
バイザーの登用を図った。また、構成団体の一団体か
ら開催要求があった場合は開催することを規定し、最
高会議の開催・運営について公平・公正を図った。

・構成メンバーに異動があったが、
新型コロナウイルス感染症対策などの緊急的な課題に
ついても再構成したメンバーにより最高会議の審議は
停滞なく行えた。

⑤
決議事項（全体最
適に係る経営事項
全般）

JKA
全輪協
日競選

「検討すべきテーマ」として売上、収益ともに伸ばす
ための施策の検討をしている。
（追加取組）
特別競輪等運営要綱を決定した。

・迅速にお客様のニーズを取り込み、2021年度から
オールスター競輪のナイター化の決定を行った。また、
試行的にナイターＦⅡの一部開催において、７車立て
レースを６レース以降実施する事について決定し、売
上向上の施策を実施できた。お客様にアンケートを実
施したところ、約半数は「どちらともいえない」と回
答し残りのうち「良い」「やや良い」の回答が「あま
り良くない」「良くない」を上回ったものの、施策の
実施を「知らなかった」との回答が６割を超え、今後
のＰＲ方法に課題が残った。
・新型コロナウイルス感染症対策についても迅速に対
応した。
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（１）「競輪最高会議」の抜本強化

2

具体的制度設計 主体 取組状況 効果

⑥
決議事項（特別
競輪（GⅡ以上の
開催場）

JKA
全輪協
日競選

最高会議においてＧⅡ以上の特別競輪開催場を決定し
ている。

・2021年度からオールスター競輪をナイター化する
ことで決定した。
・決定に際しては、競輪祭のナイター化決定が15日
要したのに比べ約6割短縮した5日で決定し迅速化し
た。
・緊急事態宣言下の５月のＧⅠ開催が中止になったこ
とを受けて、改めてＧⅠ開催の中止等の進め方につい
て、関係団体で検討していくことを確認した。

⑦
決議事項（先導
的施行者（仮
称））

JKA
全輪協
日競選

法律改正断念により、モデル事業を実施する施行者に
対するＰＲ支援という形に変えて2019年度の上半期
にＰＲ支援を実施した。
（追加取組）
２０２０年度上半期の募集をした。

・2020年度モデル事業に当たって、前年度における
募集の課題解決として追加募集や通年募集を設け、５
月末時点で９件のＰＲ支援を行うことを決定している。
・2019年度の事業の効果の検証を踏まえ下期以降の
募集を行う。
・2019年3月に制定した実施要領制定には決定まで
114日要したが、10月の要領の改正には42日と約６
割短縮し迅速化した。

⑧ 決議事項（開催
日程）

JKA
全輪協
日競選

法律改正断念 ・開催日程はこれまでどおり施行者が行っている。

⑨
決議事項（選手
数及び選手賞
金）

JKA
全輪協
日競選

最高会議において選手数と選手賞金を決定している。
・3月開催の競輪最高会議においてこれまでのアドバ
イザーの意見を踏まえつつ2020年度選手賞金の審議
を行い決定した。

⑩
決議事項（肖像
権等の知的財産
の取扱い）

JKA
全輪協
日競選

昨年7月1日に「競輪選手会オフィシャルファンクラ
ブ」を創設。会員には競輪選手をより身近に感じてい
ただくための情報配信を行っている。

・全国の競輪場等で実施されているイベント情報が把
握しやすくなり、会員と選手が触れ合う機会を多く提
供できた。
・本年4月末現在の会員数は2,359名で、毎月100名
程度の新規加入がある。本年度においても会員数の増
加を図るため、新たな企画を立案し展開していく。



（１）「競輪最高会議」の抜本強化
具体的制度設計 主体 取組状況 効果

⑪ 民間事業者の参
加

JKA
全輪協
日競選

下部会議において民間事業者に係るテーマがあるとき
は参加を求めることを関係団体で合意した。

・新型コロナウイルス感染症対策において、民間事業
者に係るテーマを情報共有するため、守秘義務契約を
締結し、全国場外車券売場協議会（以下「全車協」と
いう。）が競輪活性化委員会に参加することとなり情
報共有が図ることが出来た。

⑫ 会議運営の改善
JKA
全輪協
日競選

議長の所属する団体が事務局を担当することを決定し
た。

・コロナ感染症対策に鑑み、3月の開催は３密対策の
一環として、外部の会議室を利用しソーシャルディス
タンスを確保した。
・4月以降は事務局主導でインターネットを介したリ
モート会議の実施を決定し、機動的に実施するなど会
議運営の改善を図った。
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（２）JKAの組織・働き方改革及び人材の能力開発
Ⅰ．JKAの組織・働き方改革及び人材の能力開発

１．経営戦略・業務評価部の権限・体制強化

4

具体的制度設計 主体 取組状況 効果

➀
経営戦略・業務
評価部の権限体
制強化

JKA

経営戦略部が全体調整や査定の権限を持つ体制とし、
事業評価や年度方針、事業計画、予算の策定を行った。
（追加取組）
業務評価関連業務については、これまで経営戦略・業
務評価部全体で一体として実施していたところ、経営
戦略と業務評価とを切り離し、それぞれ独立して行う
方がより客観的かつ効果的に実施できるという考えの
下、２０１９年度から、経営戦略部門は、重点事業の
進捗管理と評価を行い、業務評価は、経営戦略を含め
たＪＫＡ全体の評価を行うこととし、経営戦略・業務
評価部を経営戦略部とし、業務評価については監査室
と一元化し監査・業務評価室とすることとした。

・2019年度は各部署の管理職に対し次年度事業につ
いてヒアリングを行ったうえで2020年度方針を決定
し、各部署の重点事業の要求予算について査定を行っ
たことにより、年度方針に沿った事業計画と予算の策
定ができた。
2020年度も同一スキームにより重点事業の進捗管理
を行う。

② 組織の見直し JKA
経営戦略・業務評価部の直下に改革推進チームを設置
し、コンサルティング会社からの報告書をもとに組織
の見直しを行った。

・検討の結果、JKAの組織が一体となり、かつスピー
ド感を持って業務を推進するための組織内連携の強化
と、効率的な事業運営の実現が課題として明らかに
なったため、2020年度については、組織力・体質強
化を主な目的に、方針の策定及び機能強化の推進など
組織の見直しを行った。

③
ＪＫＡの組織に
関するコンサル
タントの活用

JKA

「１．経営戦略・業務評価部の権限・体制強化」のう
ち②組織の見直しのとおり 同左

2018年度より、コンサルタントからの助言に基づき、
JKAの人材育成と人事管理上の諸課題を解決するため、
人事制度のあり方について検討を行なった。

・左記の検討の結果、本年4月より人事制度を統一し、
階層別に職員に期待する役割を明確に示すとともに、
人事評価に基づく賞与と昇格の仕組みなど、仕事の成
果と行動に応じた処遇体系を構築した。
・2020年度においては、階層別研修の実施など、人
材育成への取組みを更に強化する。



２．売場を定点観測できる組織体制整備
具体的制度設計 主体 取組状況 効果

➀

部署間連携強化
のうち、①定点
観測機能（支部
長の設置、定点
観測運用）

JKA
各エリアの本部長及び競輪の開催現場に配置している
チーム長とが連携し、競輪施行者へのヒアリングなど
の定点観測をする体制を構築した。

・各競輪場の感染拡大防止対策状況等、各エリアで情
報共有を行いながら新型コロナウイルス感染症対策要
綱に沿った対策を行っている。

②

部署間連携強化
のうち、①定点
観測機能（全車
協の定例会議の
実施（四半期
毎））

JKA
これまで不定期に開催していたものを４半期に１回程
度、定例会議を実施し、イベントなどを協議・実施し
た。

・「ＫＥＩＲＩＮグランプリ」開催時における専用場
外車券売場のお客様に向けたイベントを前売専用場を
除く全65ヵ所（当時）で開催し、専用場外のＫＥＩ
ＲＩＮグランプリ売上が対前年比100.8%を記録した。
また、今回はお正月イベントも実施し、年末から年始
への来場促進が図れお客様から好評を得た。
・ガールズケイリン選手とオートレース女子選手との
トークイベントを１月にサテライト宇部で開催し、当
日は約300名が来場するなど、好評を得た。

③

部署間連携強化
のうち、①定点
観測機能（民間
ポータルとの意
見交換（各社年
２回））

JKA
これまで各社とも不定期に意見交換会を行っていたも
のを、個別ではあるが意見交換会を各社年２回程度実
施。

・個別意見交換会を通して発走時刻の調整の要望があ
り、施行者に対し働きかけ、全国的な発走時刻の調整
を行うことで購入機会損失の解消に繋げている。
・近年は各社の売上が伸びている。
・また、競輪最高会議において、競輪事業の施策に反
映するため、民間ポータル各社から売上データ等を、
全輪協を通じ入手することとした。

④

部署間連携強化
のうち、①定点
観測機能（施設
調査時の意見交
換（随時））

JKA
レースの売上状況や来場されたお客様の動向をＪＫＡ
職員が競輪施行者や場外車券売場オーナーにヒアリン
グを行ってＪＫＡ内で情報共有した。

・各競輪施行者とのヒアリングで要望のあった事項に
ついて、競輪場とJリーグとのコラボ事業を実施し、
延べ約380名を競輪場イベントへ誘致できた。
・また、場外車券売場においては、サテライト成田で
のインバウンド調査研究事業等サテライトとのインバ
ウンド施策について協業事業として実施している。
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２．売場を定点観測できる組織体制整備
具体的制度設計 主体 取組状況 効果

⑤
部署間連携強化
のうち、②社内
情報共有と施策
等への反映

JKA 定点観測で得た情報をＪＫＡで共有した。

・2018年の函館ＧⅢナイターの定点観測で普段より
若いファン（カップル・女性等）が明らかに多かった
とする報告が検討材料の一つとして活用されたり、通
常よりガールズ選手が多く出走した開催でアンケート
を行い、一度に多くのガールズ選手のレースを観戦で
きると来場するガールズケイリンファンが多かったこ
とが分かった。
・また、モーニング競輪の発走時刻を早めた施行者に
対してのヒアリングでは、発走を早めた事での売上の
相乗効果が見られたなどを部会長連絡会議や役員ミー
ティングで情報共有し、それぞれの施策へ反映した。

6

３．競技実施部門等の各部門の業務見直し・省人化・人的リソース再配分
具体的制度設計 主体 取組状況 効果

➀
競技実施業務標
準化のうち、検
査器具の運用開
始予定

JKA
複数の検査工程を集約できる自転車検査器具を開発す
ることとし、本年11月以降の開催から運用を開始す
る予定。 ・2019年11月の検車器具導入後、自転車検査手順の

再検証・一部改善を加え、2020年4月開催から「前検
日の検査手順標準化」と人的リソース再配分に向けた
「前検日の検査員の省人化（9人体制→6人体制）」
を図った。
・2019年12月の選手登録証ICカード化導入により、
これまで選手が手書きで行っていた受付時の各種申告
作業の簡易化や執務体制省人化の検討に必要となる前
検日の「選手受付確認・医務検査の標準化(併せて
ヒューマンエラー回避)」が図られた。

②

競技実施業務標
準化のうち、選
手登録証のカー
ド化運用開始予
定

JKA
選手の情報をＩＣカード化し、情報管理するシステム
を構築することとし、本年１２月の開催から運用を開
始する予定。



具体的制度設計 主体 取組状況 効果

➀ 職員採用（中途
職員募集予定） JKA

職員年齢構成のアンバランスを是正する方向での採用
を計画しており、募集職種及び募集人数については、
各部門の体制及び業務課題等の状況を踏まえ、都度決
定する。

・本年4月現在では総職員数618人に対して、30代以
下の構成比は約24％となり着実に構成比を上げてい
る。

② 職員採用（定期
職員採用予定） JKA 職員年齢構成のアンバランスを是正する方向での採用

を計画しており、2016年度から定期採用を再開。

③
職員研修（リー
ダー養成プログ
ラム研修（月１
回、３年間））

JKA

幹部候補となりえる人材を育成するため、次長１名が
「リーダー養成プログラム研修」に参加したほか、職
員間のスキル格差是正のための「エクセル研修」、広
報・宣伝を担当する職員が、インターネットメディア
の構造やプレスリリースの作成に関する必須知識を高
める目的で「ＳＮＳ運用担当者養成講座」「メディア
リレーションズ実践講座」など各種研修や講座に参加
した。

・参加者は、各界の著名人による経験談を聴講したり、
異業多種の参加者と交流を図ることで、幅広い知識を
吸収し自らが所属する部署内で職員に対し発表し、内
容を共有しながら業務にあたらせている。
・2020年度については、コロナウィルス感染症の影
響により研修会の実施が延期されているため、受講者
についても選定中となっている。

④
女性活用促進に関
する取組み（JCF
女子部会への委員
派遣等）

JKA
女性アスリートの知識向上、女子競技発展等を目的と
した自転車競技連盟（ＪＣＦ）女子部会の活動に女性
職員を参加させ、女性アスリートについてのさまざま
な研究会や発表会等で意見を交わした。

・2020年4月1日付で女性職員1名を課長職に登用するとともに、
将来の登用候補者育成の観点から、課長補佐級及び係長級への昇
格人事を行い、課長補佐及び係長に占める女性比率を27.1%から
34.2%に増加させた。
・また、女性活躍推進法改正への対応として、2025年3月31日ま
でに、採用者に占める女性比率を20％以上とし、課長職以上に占
める女性比率を2020年4月1日との比較で5倍以上とする行動計画
を新たに策定し、社内周知を図るとともに、財団の採用情報サイ
トで外部への情報公表を行った。
採用職員に占める女性比率は2020年度は14.2％。
・加えて、女性活躍状況に関する現状把握と課題分析を行い、採
用及び配置・育成のあり方など、財団における人事管理上の問題
点を明らかにし、2020年度においては、女性活躍推進のための環
境整備の一環として、女性活躍推進に関する会長メッセージを財
団内で周知するとともに、女性に対する過剰な配慮や分業意識の
撤廃など管理職への昇進を期待した育成・配置を行うための具体
的検討に着手した。
また、女性職員が安心して働くことのできる環境を整備するため、
新型コロナウイルス感染予防対策と併せて、在宅勤務及び時差出
勤を推進するとともに、子供の通学する小学校が休校となり、か
つ子供の預け先等が無い者については、当面の間就労義務を免除
する特例措置を適用することとした。

４．中途採用の強化と適材適所の専門人材配置
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具体的制度設計 主体 取組状況 効果

⑤
広報事業アドバイ
ザーの登用（アド
バイザーの人選・
決定）

JKA

テレビＣＭや広告キャンペーン等を数多く手がけるな
どクリエイティブディレクターとして広報に専門的知
見を有し、また過去に競輪ＣＭを手掛け競輪に対する
識見もある箭内道彦氏を広報アドバイサーとして迎え
た。

・2020年度競輪CMについては、継続的な視聴効果に
よるCM認知度等の向上を図るべく、CM好感度調査に
おいて高評価 (競輪CM歴代2位)を獲得したCMを継続
して放送することとした。
・メディア利用時間の増加が顕著なインターネットに
おいては、CM企画内容及び競輪「自転車」と連動し
たWEB動画（立ちこぎ女子）を制作し、特に若年層
に対する競輪の認知拡大・興味喚起・イメージアップ
等を図った事業を実施。本動画については本年4月よ
り配信を開始、今後年間を通して計10シリーズの動
画を配信予定。
・また、「けいりんマルシェ」については、掲載コン
テンツの内容充実等により、2018年7月のサイトリ
ニューアル後における各数値（セッション数、ユー
ザー数、PV数、滞在時間、直帰率数値が全て上昇す
る結果を得られた。
（例：月平均PV数421,528→910,304、116％ＵＰ
月平均ユーザー数37,517→56,253 49％ＵＰ）
・また、他公営競技の類似サイト「umabi」「Let’s 
BOAT RACE」との比較においても、一人当たりの
セッション数が多い（＝サイト訪問者が何度も再訪→
記事をたくさん読む傾向がみられる）、PV数が多い
（＝読みたくなる記事が多い→コンテンツが充実）、
直帰率が低い（他公営競技サイトはアクセスしてもす
ぐに帰る傾向がみられる）等の好結果が得られた。

⑥
広報事業アドバ
イザーの登用
（会議の実施）

JKA
広報アドバイザーに広報戦略ミーティングに出席いた
だき、適切なアドバイスをいただき、広報事業に反映
させていくほか、ＣＭの効果検証やその評価などにつ
いてもアドバイスをいただいた。

⑦
広報事業アドバ
イザーの登用
（広報戦略の策
定）

JKA 引き続き、箭内道彦氏をアドバイザーとして登用。

４．中途採用の強化と適材適所の専門人材配置
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５．人事評価制度の人事管理への反映
具体的制度設計 主体 取組状況 効果

➀
人事管理制度
（人材マネジメ
ント制度本格導
入）

JKA 人材育成の強化のための人材マネジメント制度を２０
１８年１０月より実施した。

・考課基準について、企画立案等業務と開催現場業務
の特性を踏まえた独自の考課基準を策定し、人材育成
に繋げる仕組みを整え本格的に実施している。
・新型コロナウイルス感染予防対策として、４月以降
在宅勤務及び時差出勤を推進するとともに、競輪・
オートレースにおける新型コロナウイルス感染症感染
拡大予防ガイドラインに基づき、全役職員に日々の検
温・健康状態及び行動の記録を義務付けた。



具体的制度設計 主体 取組状況 効果

➀
業界・組織の目
指す方向性の環
境づくり

JKA
「（１）「競輪最高会議」の抜本強化」のうち、②
「機能・役割（競輪事業の将来像の検討・明確化）」
を参照

同左

具体的制度設計 主体 取組状況 効果

➀
組織の透明性確
保・組織内融合
強化

JKA
外部からの役員や女性の役員の登用についての検討し
たほか、理事の担当部署の見直しを行い、理事の専決
規程を設定した。また、役員ワークショップを実施し
た。

・昨年１２月に外部から女性役員を登用し、女性管理
職目線での人材育成方法や報道機関への効果的な情報
発信の方法について助言を頂いた。
・コンサルティング会社より講師を招き役員ワーク
ショップを2019年度は４回実施し、経営理念や行動
指針などについてや、ギャンブル等依存症の理解を深
めるための勉強会を行っており役員間の連携強化が図
れている。

６．組織の透明性確保・組織内融合強化

Ⅱ．投資のための財源確保
具体的制度設計 主体 取組状況 効果

➀ 投資のための財
源確保 JKA 「（１）「競輪最高会議」の抜本強化」のうち、⑦

「決議事項（先導的施行者（仮称））」を参照 同左
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７．業界・組織の目指す方向の設定

Ⅲ．施行者間調整ルールとインセンティブ
具体的制度設計 主体 取組状況 効果

➀
施行者間調整
ルールとインセ
ンティブ

JKA 「（１）「競輪最高会議」の抜本強化」のうち、⑦
「決議事項（先導的施行者（仮称））」を参照 同左



具体的制度設計 主体 取組状況 効果

➀ ２５０ＫＥＩＲ
ＩＮの開催 JKA

２５０ｍ競走路を用いた屋内型新競輪場における新し
い競走の開催に向けて、２０１８年度から２５０開催
部会を設置し、月１回程度開催し様々な課題への対応
策を検討している。
（追加取組）
〇来夏に開催が順延となった東京オリンピック・パラ
リンピック競技大会を競輪活性化の最大の契機と捉え、
初の屋内２５０ｍ板張り走路における開催に向けて環
境整備と機運醸成を図っていく。
〇業務規程その他諸規則・制度の整備
オリンピック及び国際自転車大会で実施しているケイ
リンに準拠した形で競技を実施すべく、経済産業省認
可規程である業務規程以下の諸規則変更及び認可に向
け調整中。

・250開催に出場を希望する選手（約600名）に対す
る講習会のスケジュールが決定し、6月よりJKA250
にて実施する予定である。
・（仮称）千葉公園ドームは2021年3月完成、250開
催は5月開始に向けて建設中であり、250開催関連の
システムのうち競技情報系の開発はJKAが行っている。

Ⅴ．競輪・オートレースと社会との繋がりの強化
１．補助事業

具体的制度設計 主体 取組状況 効果

➀ 補助事業の基本
方針 JKA

2019年度の補助方針は、自転車活用推進法やギャン
ブル等依存症対策基本法など社会的な要請、東京オリ
ンピック・パラリンピック開催による国民のスポーツ
への意識の高まり及びスポーツ界が抱える諸問題への
対応等、社会環境の変化を踏まえるものとした。

・2020年度補助事業においては、研究補助の分野で
ギャンブル等依存症に係る研究を2件採択し、スポー
ツ・パラスポーツ関係として16件採択した。
・さらに、緊急的な対応を必要とする事業への支援と
して、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に係る活
動に対し募集を開始し、様々な社会的課題が惹起され
ているコロナ禍に対応することとした。
・また、2020年度に策定する次年度事業の補助方針
においては「いのち輝く未来社会のデザイン」のテー
マで実施される2025年日本国際博覧会への支援や感
染症拡大防止策への対応等についても言及する予定と
した。

Ⅳ．意思決定プロセスの見直し
具体的制度設計 主体 取組状況 効果

➀
適切な意思決定
が行われるため
の仕組構築（競
輪最高会議）

JKA 「（１）「競輪最高会議」の抜本強化」を参照 同左
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２．２５０開催



（３）投資のための財源確保
具体的制度設計 主体 取組状況 効果

➀ 投資のための財
源確保

JKA
全輪協
日競選

「（１）「競輪最高会議」の抜本強化」のうち、⑦
「決議事項（先導的施行者（仮称））」に参照のモデ
ル事業の実施に併せ、競輪事業の持続的発展に向けた
取組のための財源確保策として「競輪事業活性化競
輪」の実施について検討している。

・2021年度から「競輪事業活性化競輪」を数節の範
囲内で実施することを検討中。

３．電動バイク採用
具体的制度設計 主体 取組状況 効果
➀ 電動バイク採用 JKA 法律改正を断念
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（４）施行者間調整ルールとインセンティブの仕組み構築
具体的制度設計 主体 取組状況 効果

➀
施行者間調整
ルールとインセ
ンティブ

JKA
全輪協
日競選

「（１）「競輪最高会議」の抜本強化」のうち、⑦
「決議事項（先導的施行者（仮称））」を参照。 同左

（５）厳格なモニタリングと是正措置の仕組みの構築
Ⅰ．複数団体にまたがる案件
具体的制度設計 主体 取組状況 効果

➀ ２５０KEIRIN
（仮称） JKA

「（２）JKAの組織・働き方改革及び人材の能力開
発」Ⅴ．競輪・オートレースと社会との繋がりの強化
のうち「２．２５０開催」を参照。

同左



具体的制度設計 主体 取組状況 効果

② SNSを活用した
情報発信 JKA

話題のレース、話題の選手、競輪界のトピックスを随
時、ガールズケイリン、けいりんマルシェのＳＮＳに
更新掲載している。

・2020年5月末現在、ガールズケイリン、けいりんマ
ルシェをあわせTwitterは23,639人（主な要因はマル
シェのTwitterが一昨年度2,600人から本年5月
18,500人と7倍以上に増加。昨年度のマルシェの実施
事業のコンテンツ充実等による効果、特に下半期から
実施の競輪アンバサダー「けいマルガールズキャン
ペーン」の効果、彼女たちが潜在的に持つフォロワー
の獲得や編集部含めた頻繁なつぶやき等による効果が
大きな要因）、Facebookは79,856人、Instagramは
1,734人、LINEは4,908人と合計110,137人とフォロ
ワー数を伸ばしている。
（umabiのTwitterは160,036人、Instagramは
8,394人、Facebookは14307人であり、Let’s BOAT 
RACEのTwitterは61,610人、Facebookは14,307人、
LINEは12,995,159人。）

③ 魅力的な映像の
制作・発信 JKA

先頭誘導員に車載カメラを装着させるなど競輪の迫力
ある映像を提供して、競輪の魅力を伝えていくことを
検討している。
（追加取組）
競輪レース中継等における新たな映像演出方法の検討
について、競輪レースの迫力や躍動感、ならびに選手
の“顔”が見える等の効果的な映像演出を図るべく、今
年度の競輪中継等における実施検討および試験的放送
を実施した。

・競輪中継番組を放映する放送局と協力体制を構築し、
従来の演出方法と併せ、「バーチャルCG」及び「ト
ラッキングシステム」を新たに導入、放送を実施した。
本事業を実施した中継は、日本テレビ（全国27局
ネット)「KEIRINグランプリ」-視聴率2.7％(関東)・
想定視聴者数は約485万人、及び「全日本選抜競輪」
-視聴率5.0％（関東）・視聴者数は約659万人となり、
合計約1144万人の視聴者に対する同映像の視聴に寄
与した。
・日本競輪選手養成所の競走訓練において「ドローン
カメラ」「誘導員車載カメラ」を使用した試験撮影に
協力した。

④
プレーヤーズ
カードの制作・
販売

日競選 「（１）「競輪最高会議」の抜本強化」のうち、⑩
「決議事項（肖像権等の知的財産の取扱い）」を参照 同左

⑤
電動バイクを活
用したオート
レース

JKA
「（２）JKAの組織・働き方改革及び人材の能力開
発」Ⅴ．競輪・オートレースと社会との繋がりの強化
のうち「３．電動バイク採用」参照。

同左
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具体的制度設計 主体 取組状況 効果

⑥
適切な意思決定
が行われるため
の仕組構築（競
輪最高会議）

JKA
全輪協
日競選

「（１）「競輪最高会議」の抜本強化」のうち、「競
輪最高会議会則等関連規則の改正」を参照。 同左

⑦

仕組みに基づく
適切な意思決定
のうち、施行者
間調整ルール構
築、インセン
ティブの仕組み
構築

JKA
全輪協
日競選

「（１）「競輪最高会議」の抜本強化」のうち、⑦
「決議事項（先導的施行者（仮称））」を参照 同左

⑧

仕組みに基づく
適切な意思決定
のうち、肖像権
等の知的財産の
取扱い

日競選 「（１）「競輪最高会議」の抜本強化」のうち、⑩
「決議事項（肖像権等の知的財産の取扱い）」を参照 同左
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Ⅱ．JKAの組織・働き方改革及び人材の能力開発に関する具体的な取組
具体的制度設計 主体 取組状況 効果

上記（２）の具
体的な取組 JKA 「（２）JKAの組織・働き方改革及び人材の能力開

発」を参照。 同左

具体的制度設計 主体 取組状況 効果

➀
補助の重点化
（オリンピック、
スポーツ、自転
車）

JKA
「（２）JKAの組織・働き方改革及び人材の能力開
発」のうち「Ⅴ．競輪・オートレースと社会との繋が
りの強化」１．補助事業と同じ。

・2019年度においてはナショナルチームの競技力向
上に向け、5件（615,536千円)採択した。

② ギャンブル等依
存症対策 JKA

各公営競技団体と緊密に情報共有を行い、啓発週間を
設けギャンブル等依存症対策についてポスターなどを
作製し競輪場、オートレース場に掲示し周知を図った。

・2020年度のセミナーは新型コロナウイルス感染症
の拡大防止のため中止となった。
５月１４日からの啓発週間において、各公営競技共通
のポスターを作成し、競輪・オートレース・ＪＫＡの
ＨＰにそれぞれ掲載した。

（６）JKAが行う社会還元



熊本新市街サテライト新潟サテライトかしま

「ＫＥＩＲＩＮグランプリ」抽選会

※2019年12月28日～30日に撮影したもの

○３年連続での実施となった「ＫＥＩＲＩＮグランプリ」抽選会は、毎年、好評
を博しており、お客様にとっては年末のお楽しみのひとつになりつつあります。

○ちょっとしたお菓子類から、高級食材品などを取り揃えての抽選会は、場所に
よっては早々に予定数に達してしまうほどの賑わいもあります。

（参考）（２）Ⅰ．１.②関連
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◀ＩＣカード

◀検車器具

○開催現場における標準化を図るために
導入された、レースに参加する選手の本
人確認や健康状況をチェックするための
ＩＣカードやレースに参加するための自
転車を検査する器具が本格的に稼働して
います。

（参考）（２）１.Ⅰ.③ （２）Ⅴ. １. ➀ （５）Ⅲ . ➀関連

○補助の重点化
東京オリンピック・パラリンピックに
向けて
自転車トラック短距離競技用機材開発
補助事業
ブリヂストンサイクル（株）

▲オリンピック代表
脇本雄太選手（福井）と
開発された競技用自転車
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○トラッキングシステム 「選手名トラッキングスーパー」

映像演出方法 – トラッキングシステムについて
【KEIRINグランプリ２０１９における中継実績】

番組タイトルの表示は
立体的かつ重厚感溢れ
るものとなりました。

世界戦で活躍する選手が一目瞭然となるような演出効果を施しました。

○番組タイトル

（参考）（５）Ⅰ．③関連
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（参考）（５）Ⅲ .②関連

▲ギャンブル等
依存症セミナー

（２０１９年実施）

▲２０２０年度
ギャンブル等依存症問題啓発週間
ポスター

○ギャンブル等依存症についての理解を深めるために、大学生に向けた
セミナーを行ったり、啓発週間においてポスターなどの刊行物の掲示や
ホームページ上への掲載などを行い広く周知しています。
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